
『経営戦略からみたエネファーム普及の意義』
経営ビジョンの組立と対策

～カーボンニュートラル時代にどう備えるべきか～
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１．コージェネ財団のご紹介

コージェネレーションシステム（以下、コージェネ）の普及促進

❏コージェネ普及に向けた課題検討、政策提言等の展開

❏「コージェネ大賞」の実施

広報関連事業

技術・調査関連事業

国内外交流関連事業

2016年≪理事長賞≫
『家庭用燃料電池「エネファームtypeS」の開発』
大阪ガス・アイシン精機・ノーリツ

2017年≪優秀賞≫
『電力融通システムの導入によるマンション電力自給率の向上』（エネファーム導入）

シンポジウム 施設見学

❏家庭用燃料電池の普及活動

❏コージェネに係る優遇税制証明書の発行

機関紙

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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２．「FCサポートネットワーク」制度について

■本ネットワーク制度は、入会していただいたガス事業者様に家庭用燃料電池（エネファーム）
を普及促進するための営業・施工・メンテナンスなどについてサポートさせていただく制度です。

■先行してエネファームの導入が進んでいる事業者・メーカーから各種支援を受け運営しています。

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
http://www.tohogas.co.jp/
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３．「FCサポートネットワーク」制度について

豊富なメニュー支援で エネルギーの
新しい時代をサポートします。

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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４．カーボンニュートラルにどう対処するか
菅首相による『2050年カーボンにニュートラル宣言』（10/26）

コージェネシンポジウム2020 『ゼロエミッションに向けた内外の課題』より東京大学公共政策大学院 有馬教授講演資料より

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


5

５．海外での展開はどうなっているか

コージェネシンポジウム2020 『ゼロエミッションに向けた内外の課題』より東京大学公共政策大学院 有馬教授講演資料より

世界的には
日本は出遅れ組

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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６．EUシナリオで『電化』は主要な施策

METI 令和2年11月17日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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7．日本のカーボンニュートラルのイメージ

METI 令和2年11月17日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

ガス需要は、大幅に
オール電化に奪われる
可能性が高い

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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8．民生部門の電化は不可避の政策か①

METI 令和2年11月17日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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METI 令和３年1月27日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

8．民生部門の電化は不可避の政策か②

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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METI 令和３年1月27日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

8．民生部門の電化は不可避の政策か③

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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METI 令和３年1月27日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

8．民生部門の電化は不可避の政策か④

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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METI 令和３年1月27日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

8．民生部門の電化は不可避の政策か⑤

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


13

METI 令和３年1月27日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

8．民生部門の電化は不可避の政策か⑥

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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8．民生部門の電化は不可避の政策か⑦

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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９．コストはどうなる？（負担は誰が）①

METI 令和2年11月17日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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９．コストはどうなる？（負担は誰が）②
カーボンニュートラルにどう対処するか

METI 令和2年11月17日 『2050 年カーボンニュトラルの実現に向けた検討』より

②国民の負担はいくらになるのか？ 再エネ賦課金は増加見込み

①大規模な再生可能エネルギーの導入により、今後停電リスクは増大

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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１０．賦課金はいくらになるのか

【電気のコストは？】
電気のCO２排出係数は0.47kｇ/kＷｈ
1トン排出するのに電気は2,127kＷｈ必要

①6万円/ｔ-CO2の場合 (▲８０％削減の場合）

6万円/ｔ-ＣＯ２÷2,127kＷｈ＝28円/kWh ⇒ 電気代約２倍

②59.5万円の場合（▲９５％の場合）

59.5万円/ＣＯ２÷2,127kＷｈ＝280円/kWh ⇒ 電気代約１２倍

コージェネシンポジウム2020 『ゼロエミッションに向けた内外の課題』より東京大学公共政策大学院 有馬教授講演資料より

＜東京大学公共政策大学院 有馬教授による試算より＞
・二酸化炭素削減コストを各種想定で試算。⇒ 大幅な電気代UPは不可避か？

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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11.カーボンニュートラル時代のEF価値①

８００ｍ３

６００ｍ３

＜光熱費削減効果＞

※出展：パナソニック

光熱費削減効果のイメージ 再生可能エネルギー
発電促進賦課金の推移

2050年までにカーボンニュートラルを目指した場合、再生可能エネルギー比率を
大幅に引き上げることとなる為、再エネ賦課金の更なる上昇が不可避。

『エネファーム』は、発電による光熱費削減効果のみならず
再エネ賦課金の低減にも貢献します。
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11.カーボンニュートラル時代のEF価値②

８００ｍ３

６００ｍ３

※再生可能エネルギー発電促進賦課金を2019年度単価の2.95円/ｋＷｈで試算。コージェネ財団試算

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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６００ｍ３

①PT6 ②暖給 + 蓄電池
(PW2)

③暖給+ 蓄電池
(PW2)＋太陽光3kW

経
済
的
価
値

価格
（工事費込）

約120万円
約135万円

（35万 + 100万円）
約265万円

（35万+100万+130万円）

ランコスメリット
（10年間）

約60万円 約20万(深夜料金適用)
※昼間の4割を蓄電電力使用で試算

約100万
※売電単価24円/kWhで試算

価格－ランメリ 約60万円 約115万円 約165万円

停
電
時
価
値

使用容量
96kWh

(500W×連続8日間)
13.5kWh

13.5kWh蓄電池
3kW太陽光

その他
８日間発電

風呂･床暖も使用できる
短期間での発電対応
数日の連続運転不可

天候に左右される
買取価格の推移に注意

※蓄電池は高性能かつ市販価格が廉価なテスラ社製パワーウォール２で試算。コージェネ財団調べ

消費者はたぶん自衛のため③を選択（屋根が小さいと無理）

エネファームって本当に高いの？ ⇒ 価値が再評価されるはず。

11.カーボンニュートラル時代のEF価値③

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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11.カーボンニュートラル時代のEF価値④

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


激戦
エリア

電力・都市ガス自由化（電力会社：オール電化 ＶＳ 都市ガス会社）

都市ガス会社減販

＜都市ガス会社の展開想定＞

①都市ガス導管延伸による増販

②ＬＰガスによる新規獲得での増販

ＬＰエリアへの侵攻開始

②ＬPガス
市況悪化

＜生き残れるのは？・・・コスト削減を達成できた以下の２通りのコンセプトの店＞
①大手販売会社（規模拡大：規模メリット享受） ②ガス外収益を確保できる会社（御用聞き型営業）

無風エリアにも影響
段階的に口銭減少

数
年
後
＋
α

数
年
後

ＬＰガス業者間
競争激化エリア

無
風
エ
リ
ア
侵
攻

Ｌ
Ｐ
激
戦
エ
リ
ア

①ＬＰガス
顧客流出

都市ガス攻勢
が加わり激化

無風エリア

過疎
+
電化
↓
需要
減退

１２．ガス業界の事業環境について

『脱炭素』で電化加速 ⇒ 客数大幅減 ⇒ 今後生き残れるのは②だけか？

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


＜経験曲線効果＞
・経験効果とも呼ばれる。
・一般に個人や組織が特定の課題について経験を
蓄積するにつれて、より効率的に課題をこなせるようになる。
・また累積生産量の増加に伴って、製品数量ごとの間接費を含めた総コストが
予測可能な一定の割合で低下していくことを指す。
・通常，ある製品の累積生産量が2倍になるごとにトータル・コストが

20～30%の率で低減するというもの。

低価格政策によって市場占有率を拡大し，累積生産量を増大させることで
コスト優位性が獲得できることが示唆される。 つまり、
『シェア２位、３位の会社が、シェア１位の会社相手に安値競争をすると勝てない』
と言うこと。 石油業界は、この理論を実証するかのような展開となった。
⇒規模拡大路線では、電化に対抗不可 ⇒ 『御用聞き営業』が生き残りのカギ。

【参考】用語解説＜経験曲線効果＞

都市ガス事業者は、エリア特性上①の戦略が、客の争奪による規模拡大ではなく、

需要拡大としての規模拡大策 ⇒ エネファームの販売強化 に繋がったと思われる。

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


＜用語解説＞ パレートの法則（ 『 2：8の法則』 ）
・ 顧客全体の2割である優良顧客が売上の8割をあげているという法則のこと。
・全ての顧客を平等に扱うのではなく、2割の優良顧客を差別化することで

8割の売上が維持でき、高い費用対効果を追求できるとするもの。
・パレートの法則は現在では、品質管理、在庫管理、売上管理、マーケティング等
にも適用できるとされ、経済以外の自然現象や社会現象まであてはまると
言われている。英国経済学者ヴィルフレド・パレートによって提唱。

・小売業のビジネスモデルは移行過程か？⇒ＬＰ業界にとってはビジネスチャンス到来。
【経済モデル30年周期説】

1895年
日清戦争

1868年
大政奉還・鳥羽伏見

2019年
コロナ禍

リードタイム：3年 リードタイム：0年 リードタイム：２年 リードタイム：５年 リードタイム：２～６年

1927年
昭和金融恐慌

1960年
所得倍増計画

1987年ブラックマンデー
1991年バブル崩壊

【参考】用語解説 パレートの法則

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


≪新・御用聞き・ご用達営業モデル≫

≪御用聞き営業：三河屋商法≫
・車の普及率：低
・二世帯同居：昼間は主婦と老人のみ
・遠くまで買い物に行けない

≪イオン：郊外大型店商法≫
・ダイエー倒産⇒イオンに吸収
・駅前商店街・個人商店壊滅
・車の普及率：高
・核家族化加速
・レジャー感覚で郊外大型店舗に
家族連れで買い物。

≪駅前スーパー：ダイエー商法≫
・駅前商店街にスーパー設置
・三河屋など倒産
・大量生産・大量消費（価格競争）
・自転車や徒歩で買い物

「出典：楽天」

≪ネット販売モデル≫
・アマゾン
・楽天、
・ＺＯＺＯタウン
などのネット販売

≪イオンなど新たなモデルを模索中≫
・イオンやイトーヨーカ堂が ネット宅配
事業を開始
・楽天は『 ＩＴ+軒先営業)』モデルを模索
〔楽天・ＬＰＧ会社に出資（クレックス）〕
⇒対面販売の重要性増大

・東京ガス家電販売（省エネ提案）開始

≪次のビジネスモデルの環境は？≫
・イオン7年ぶり赤字（16/10/6日経）
・イトー―ヨーカ堂店舗閉鎖（４０店）
・若者の車離れ
・若者の結婚離れ（おひとり様）
・高齢者の免許返上（荷物運搬困難）
・インターネットで買い物が浸透
・買い物難民発生？

①④

③

②④ ④ ③

大阪ガスＨＰより

【参考】小売ビジネスモデル推移 （ガス業界はチャンス）



『関西におけるガス小売り自由化後の今後の状況の課題』 大阪ガス２０１８年９月20日資料より

【参考】大阪ガスの取り組み『住ミカタサービス』

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


【参考】イオンの取り組み

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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13.お客の囲い込みはEFで優位
＜ガス販売量のＵＰとお客さまの囲い込み＞

【年間ガス販売量ｍ３/年・戸】 【電化・他事業者への脱落リスク】

エネファーム

暖房給湯器

ふろ給湯器

※コージェネ財団調べ。年間ガス販売量は一戸建てにおけるＬＰガスの場合の概算販売量。

５００ｍ３ リスク小

リスク大

リスク中
３００ｍ３

２５０ｍ３

http://www.ace.or.jp/fc/index.html


②都市ガス事業者の戦略１４．ガス事業者の経営戦略 収益拡大の将来ビジョン

部門 直売部門 サブユーザー部門 産業用部門

テーマ ロイヤルカスタマー作り レジリエンス・オール電化対応 業務用・産業用需要の取り込み

＜ガスと電気のセット販売＞

・全体の2割の顧客を目標

　⇒『パレートの法則』

電気は対面販売出なけらば切替難

＜顧客接点の強化＞

・顧客の囲い込み⇒収益拡大

・悩み事を相談できる関係の構築

・FCによるオール電化対策

・FCメンテによる１０年囲い込み

＜燃転提案の実施/囲い込み＞

・導管付近の需要家を優先提案

・GHP/コージェネなど提案

悩み事を相談できる関係構築 災害・停電への備えをPR BCP対策/レジリエンス性PR

ステップ③

　※全体の２割の顧客を囲い込み、御用聞き営業を展開できれば、収益は確保。

　ガス会社は、地域社会を支えるインフラとして機能を果たすことが可能（たとえば・・）

　【過疎問題解決ビジネス】・・販売網を活用した御用聞きビジネスで地域を支えるインフラになれる。

　　＜新規ビジネス展開＆ロイヤルカスタマー体制の構築＞

　　　・御用聞きビジネス・・・・・・お困りごとを解決するための提案⇒様々な商材の販売可能

ステップ①

ステップ②

＜新規需要の獲得＞

　・MH/地場工務店向けの営業

　・停電対策・在宅避難対応PR

　・ZEH住宅向けのFC展開

　・HM/工務店の囲い込み

＜燃転提案の準備＞

　・燃転提案のための社員教育

　・対象案件の絞り込み

　・産業用電力提案の準備

＜DVD>

大多喜ガス様の取り組み事例

＜DVD>

西部ガス様の取り組み事例

コージェネ財団の活動

『需要の拡大施策の展開』

コージェネ財団の燃料電池室による

『需要拡大・導入促進のノウハウ共有・研修などの展開』

＜かわら版>

・小林住宅の事例（37）

・セキスイハイム事例（38）

http://www.ace.or.jp/fc/index.html
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